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1．はじめに

　本稿の目的は、オルタナティブな教員養成プログ

ラム（Alternative　Teacher　Certification）のひとつ

として1990年に設立され、今日全米25地域に展開

しているTbach　For　America（以下、　TEへ）プログ

ラムに着目し、その成果を児童生徒の学力向上の観

点から明らかにすることである。

　これまで、オルタナティブな教員養成プログラム

を巡っては、広く門戸を開放することで教員不足を

解消し、教員集団の「多様性」と「質」を高めるも

のであると主張される一方で、教職の専門職として

の立場を弱め、技術、準備が十分ではない教員を供

給することに関して、子どもたちの学習に及ぼす悪

影響が懸念されてきた。

　この両者にとって、それぞれのプログラム出身の

教員が、児童生徒の学力にどのような影響を与えて

いるのかということは長年、関心の的となってきた。

しかし、それぞれ論拠としている州、学区、プログ

ラムが異なり比較が困難なこと、あるいは従来の研

究において、オルタナティブな教員養成プログラム

が導入されて間もなかったこともあり、カリキュラ

ムや理念の比較は行われてきたものの、特定のプロ

グラム出身の教員の効果については十分に議論が深

められてこなかった。

　オルタナティブな教員養成プログラムに関する日

本の先行研究の多くは、プログラム入学者の成績や

人種・民族構成の特性等インプットの側面に焦点を

当てて検討しているものがほとんどで、その「効果」

を教職における人種的多様性の確保、教職の継続率

や離職率など教員の供給を成果の指標としている（1）。

　しかしながら、近年、「落ちこぼれをつくらないた

めの初等中等教育法（No　Child　L、eft　Behind　Act　of

2001）」において子どもたちの学力格差是正のため

に教員の質的向上が提言され、アカウンタビリティ

ーを基盤とした教育改革が進行しており、すべての

児童生徒の学習を促進する「効果」のある質の高い

教員を保障することが、学校と教員養成プログラム

を改善するブッシュ政権の核心だとされている（2）。

　このように、今日、教員養成プログラムと教員の

効果の関連性に対する関心が高まっているが、とり

わけTEヘプログラムに関しては、全米において広く

実施されていること、新卒の学生を対象とし、2年

間の契約期間を設けて採用していること、そしてそ

の派遣地域を人種・民族グループ間の学力格差の解

消が急務の課題となっている低所得地域の困難校と

していること等から、TEAメンバーが児童生徒の学

力に与える影響が注目されている。

　TFAは非営利団体で、その運営資金の多くを民間

からの寄付金や助成金に頼っているため、組織の持

続的な発展のためにも、メンバーの活動の成果を明

らかにしておくことは重要だと言える。

　そこで、本稿ではまず、TFAがメンバーに望んで

いる成果指標とその達成状況を論じる。次に、学力

テストの結果に着目し、他の教員に比べてTFAメン

バーが児童生徒の学力に与える影響について論じる。

最後に、TFAメンバーが自身の経験から児童生徒の

学力格差とその解消法に対してどのような見解を抱

いているのか国民の意識と比較、検討を行う。
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∬．TFAメンバーの成果

1．TFAが定める成果指標

　設立当初、TFAは明確な基準を用いてメンバーの

評価を行っていなかったが、近年、メンバーの成果

の指標として児童生徒の学カテストの結果を用いて

いる。これは、NC：LB法により、児童生徒の学力が

教員養成プログラムのアカウンタビリティーとして

求められるようになったことに直接的な影響を受け

たものではなく、メンバ・一が各自測定可能な目標を

定め、常に自己評価をし、必要に応じて改善を行っ

ていくことを望んでいるからである（3）。次に、TFA

がメンバーに求めている成果指標の態様とその達成

状況について具体的に見ていきたい。

　TFAメンバーが派遣されている地域の児童生徒

の学力は、全国的に見て低いケースが多い。そのた

め、このような状況を打破し、明確な成長をもたら

すことを目的に、TFAはメンバーの成果指標として、

子どもたちの学力が1．5学年分向上することを「著

しい進歩（sigロ迅cant　gain）」として定めている（4）。

　2005年現在、派遣後1年目のメンバーの27％、

2年目のメンバーの41％が受け持っている児童生

徒の学力向上に成功し、この「著しい進歩」を達成

している。TEAは、2010年に向けて、メンバーが

子どもたちの学力に与える影響力（impact）を最大

限に伸ばし、1年目のメンバーの30％、2年目のメ

ンバーの60％が達成できるようになることを目指

している㈲。

　だが、この調査ではTFAメンバーの目標達成率を

測定しているのみであり、一般教員に比べてT：FAメ

ンバーがどれほどの影響を児童生徒の学力に与えて

いるのかは明らかにされていない。また、上記の調

査結果は、TEAが独自に実施した調査に依拠してい

るため、客観陸が充分に確保されているとは言い難

い。

　このような課題意識を踏まえ、次にTEヘメンバー

が児童生徒の学力に与える影響をTFA外部の調

査・研究団体が実施した調査の報告書を主な資料と

し、一般教員と比較、分析する。

2．TFAメンバーのインパクト

　　　　　　　一学力指標に着目して一

　教職に就く前のコースワークの履修時間が少なく、

短期間の教育実習しか経験していない教員は、伝統

的な教員養成プログラム出身の教員とは異なった影

響を与え得るのだろうか。

　T：FAの急速な発展にもかかわらず、そのメンバー

が児童生徒の学力に与える影響はこれまであまり論

じられてこなかった㈲。しかしながら、T：FAメンバ

ーが児童生徒の学力に与える影響がさかんに議論さ

れるようになると、民間の調査機関によりTEAメン

バーが児童生徒に与える影響に関する調査が実施さ

れるようになった。

　TEAメンバーが児童生徒の学力に与える影響を

調査している主要文献は管見の限り、以下の3点で

ある。

　第1は、ボルティモア、シカゴ、ロサンゼルス、

ヒューストン、ニューオリンズ、ミシシッピデルタ

の6地域に派遣されているTFA．メンバーとその児

童生徒を対象にしている『The　Ef6ects　of　Teach：For

America　on　Students：：Findings丘om　a　National

Evaluation』て7＞である。これは、民間の調査団体で

あるマテマティカ政策調査団体のデッカー（Decker，

TP）らが実施した調査結果をまとめたもので、

2004年に報告された、

　第2は、ニューヨーク州ニューヨーク市に派遣さ

れているTFAメンバーとその児童生徒を対象にし

ている『How　Changes　in　Entry　Requirements

Alter　The　Teacher　Work旧orce　and　Af追ect　Student

Achievement』（8）である。この調査は、全米経済研

究所のボイド（Boyd，　J、D．）らによって実施され、2005

年に報告されている。

　第3は、テキサス州ヒューストン独立学区に派遣

されているTFAメンバーを対象にしている『％a盈

あ監4η7θ盟lo2’ノ勉。房四！乙1a翻〇四〇『％浸盈θ望刀漁照α10θθ

8ηげ3加dθ嘘0α60αηθθ血刀∂α5‘o賜二四5』（9）であ

る。この調査は、TFA外部の団体によって実施され

た調査の中で最も古く、1998年にスタンフォード大

学教育成果研究センターのレイモンド（Raymond，

M．）らによって報告されている。

　本稿では以上の文献に焦点を当て、TFAメンバー

が児童生徒の学力向上に与えたインパクトを見てい

くこととする。

　デッカーらが実施した調査は、他の2つの調査に

比べると、サンプル数は少ないが、メンバーが派遣

されている6地域に焦点を当てているのが特徴であ

る。この調査は、2001－2002年にボルティモアを

パイロット地域として実施され、続いて2002－2003

一70一



アメリカ合衆国におけるTeach　For　Americaプログラムの成果に関する検討

年にシカゴ、ロサンゼルス、ヒューストン、ニュー

オリンズ、ミシシッピデルタで実施された。サンプ

ルとなった児童は、以上の6地域の17校、100教室

に在籍する小学校第1－5学年の児童1，800人で、

T：FAメンバーとその他の教員を同学校、同学年に絞

って分析したものである。なお、教員のサンプル数

は一般教員56人（うち新任教員15人）、T：FAメン

バー44人である。児童生徒の学力は、学年の始めと

終わりに実施されるIowa　Test　of　Basic　Skills

（ITBS）の算数とリーディングの学力テストの結果

を基準にしている。なお、通常、第1－5学年の算

数とリーディングの授業は、学級担任制で実施され

ている。

　一方、ボイドらがニューヨーク市に派遣されてい

るメンバーとその児童生徒を対象に実施した調査は、

教員が児童生徒の学力に与えている影響をその養成

ルートに着目して分析しているのが特徴である。こ

の調査では、教員（括弧内はサンプル数）を①大学

の教員養成プログラム出身者（1239人）②大学以

外の機関でのコース履修者（185人）③叩eachin．g

Fellowの受講生（10＞（769人）④TFAメンバー（134

人）⑤臨時免許状教員（1108人）⑥その他（331人）、

のカテゴリーに分類して分析がなされている。この

調査でサンプルになった児童生徒は第3－8学年の

児童生徒で、ニューヨーク州及びニューヨーク市教

育委員会が実施している算数：・数学と英語言語科目

の学カテストの結果が使用されている。

　レイモンドらの調査は、ヒューストン独立学区に

おける児童生徒（第4－8学年〉の算数・数学とリ

ーディングの学力をテキサス州統一学力テスト
（Texas　Assessment　of　Academic　Skills）〈1　Dの結果

から分析している。

　これら3つの調査結果から、TFAメンバ・一が児童

生徒の学力に与える影響として、次の点が明らかに

なった。

　第1に、TEAメンバーは算数・数学において児童

生徒の学力にポジティブな影響を与えているという

ことである。デッカーらは、TFAメンバーは、他の

教員に比べて、児童の算数の成績にポジティブな影

響を与えていることを明らかにした．これは、TEA

メンバー以外の新任教員（ここでは、教職について

3年以内の教員を指す）に比べた時により大きく、

1年目のT：FAメンバーに比べ、2年目のT：FAメン

バーにおいてより顕著な結果が見られた。

　しかしながら、一考を要するのは、TEヘメンバー

以外の新任教員で正規の免許資格を有していた者は

37％にとどまっているという．点である．さらに、TFA

メンバーで既に正規の教員免許資格を取得している

者が51％いたのに対し、一般教員で正規の教員免許

資格を有している者は67％いる。このような状況か

ら、TFAメンバーが派遣されている低所得地域の困

難校では正規の免許資格を有している教員を確保す

るのが困難であることを伺い知ることができる。ま

た、この調査では、免許資格を有している教員と

TFAメンバーを比較、分析し、　TFAメンバーは免許

資格を有している教員に比べた場合も児童生徒の成

績にポジティブな影響を与えていることが示されて

いる。だが、その免許資格の取得ルートまでは明ら

かにされてない。

　ボイドらは、ニューヨーク市に派遣されている

T：FAメンバーは、算数・数学において大学の教員養

成プログラム出身の教員と同等の成果を上げている

ことを明らかにしている。事実、TFAメンバーは他

のオルタナティブな教員養成プログラムの教員や臨

時免許状しか所持していない教員よ．りも児童生徒に

ポジティブな影響を与えていた。また、このような

傾向はミドルスクールレベルの児童生徒に対して特

に強かった。この理由としては、教育水準（学歴）

の高いT：FAメンバーが、より高度で専門的な知識を

必要としているミドルスクールレベルの数学の指導

に優れており、質の高い授業を行っていたことが考

えられる。

　第2に、リーディングと英語言語科目では、TEA．

メンバーが児童生徒の成績に与える影響は少ないと

いう点である。リーディングでは、免許資格の有無、

経験年数を問わず、他の教員と同じ成果を上げてい

ることが明確になった。また、英語言語科目では、

大学の教員養成プログラム出身の教員の方が優れた

成果を挙げていたが、この差は教員としての経験が

長くなるほど小さくなることが指摘されている。つ

まり、リーディングと英語言語科目においては、TEA

メンバーも他のオルタナティブな教員養成プログラ

ムの教員も、教職年数が増えるにつれて、大学の教

員養成プログラム出身の教員との教授能力の差が縮

小しているのである。

　これらの結果から、TFAメンバーは①児童生徒の

算数：・数学の学力の向上を資すると考えられるとい

うこと、②リーディングや英語言語科目の成績を低
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下させる可能性は少ないこと、が明らかになった。

特に、算数・数学では大学の教員養成プログラム出

身の教員と比べた際にも優れた成果を挙げている点

で注目に値する。また、リーディングや英語言語科

目では、教職経験が長くなるにつれて大学の教員養

成プログラム出身の教員との差が縮小されているこ

とから、教授能力を高めるためにも継続的な研修な

どを行っていくことが重要だと言えよう。

　さらに、ダーリング・ハモンドらが主張するよう

にq2）、この調査が低所得地域の困難校を対象として

実施されているため、比較群の教員の多くが正規の

免許状を有していない教員、もしくは他のオルタナ

ティブなルートを通して教員になった者であった。

また、TEヘメンバーが派遣されている学校は、大学

の教員養成プログラム出身の教員や他のオルタナテ

ィブな教員養成プログラムの教員が勤務している学

校に比べて、マイノリティや、無料／割引ランチプロ

グラムの対象となっている児童生徒が多い状況があ

ることが明らかになった。また、両調査において、

TEAメンバーは他の教員よりも高い教育水準（学

歴）を有している点が指摘されている。アメリカの

大学ガイドブックランキングとして代表的な

Barron’sのProfiles　ofAmericaロCollegesにおいて

「最難関（most　selective）」及び「難関（highly

selective）」と評価されている大学において学士号を

取得しているTFAメンバーがそれぞれの調査で

70％以上いたのに対し、その他の教員でこれらのレ

ベルに分類されている大学で学士号を取得している

者は1－4％程度（13）にしかすぎなかった。

　また、学区や校長にとって、TFAメンバーを雇用

することによるメリットとしては、余分な経費をか

けずに児童生徒の学力向上を期待できる点が挙げら

れるq4）。

　これらの調査は、それぞれの養成ルートや教員の

どのような特性が児童生徒の学力を向上させる上で

重要であるかは明確にはしていない。しかし、優れ

た教員は、大学の教員養成プログラムによって育成

されるばかりではないことは間違いない。また、低

所得地域において免許資格を有していない教員が多

いことを踏まえれば、TEAが新たな強みをもつ人材

を教員として惹きつけ、教員数の確保のみならず、

質的向上に貢献することに成功していると言えよう。

皿．学力格差とその解消法に対するTFAメンバ

　　一の見解

　これまで、TFAが定める成果指標とメンバーが児

童生徒の学力に与える影響の実態を見てきた。本項

では、どのような見解のもとTFAメンバーが学力格

差の解消に取り組んでいるのか、そして活動を続け

る中でどのような認識が高まっているのかを、2005

年にT：FAが実施した調査の報告書『Equity　Within

Reach』（15）をもとに考察する。

　『Equity　Within　Reach』は、　TFAメンバー（1

年目・2年目）2000人と夏季研修を開始したばかり

のT：FAメンバー200人に対して行った質問紙調査

（16）の結果をまとめたものである。この調査は、アメ

リカから依然として姿を消すことがない社会経済的、

人種・民族的な要素と深く結びついた学力格差の要

因とその解決策を、低所得地域の困難校の教育活動

に第一線で携わり、その現状を最もよく知っている

と思われるTFAメンバーが自らの教室での経験か

ら見解を示している点で注目に値する。

　なお、教育活動を続けていく中で、T：FAメンバー

の学力格差とその解決策に対する見解に変化があ

るのか検討することを目的に、ここでは、派遣1年

目のメンバーを「1年目メンバー」、2年目のメン

バーを「2年目メンバー」、夏季集中研修期間中の

メンバーを「派遣前メンバー」とし、必要に応じて

使い分けることにする。

　以下は、この調査結果から明らかになった、TFA

メンバーの学力格差とその解消法に対する見解で

ある。第1は、学力格差を縮める鍵は教育者にある

ということである。これまで、マイノリティ児童生

徒の低学力は家庭環境に帰因するところが大きく、

学校のみでは解決できない問題だと指摘されてき

た。しかし、TEヘメンバーは学力格差の最も大きな

原因として教員の資質能力の低さを挙げ（表1参

照）、その解決策として、少人数学級制や学校外に

おける公益事業の改善よりも、質の高い教員による

教育が有効であるとの見解を示している（表2参
照）。

　このような傾向は、派遣前メンバーにも見ること

ができることから、学力格差は教員の力によって解

消することが可能であるとの認識を持った人物が

TEへの理念に賛同し、志願してくること、あるいは

T：FAの夏季研修を通してこのような見解が生まれ
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たと察することができる。このように、TEAメンバ

ーはどんなに困難な外的な要因があろうとも、教員

と校長が子どもたちの学力を向上させる上で最も

重要な鍵であると認識していることがわかる。

　その一方で、派遣前メンバーと派遣期間中メンバ

ーの認識の差として、派遣期間中のTEAメンバー

の多くが、児童生徒の学力を向上させる上で保護者

からの協力は必要不可欠であるとの見解を示して

いることは注目に値する。第2は、子どもたちは期

待を受けることで成長し、学力を向上することがで

きるということである。TEAメンバーの72％が学

校の子どもに対する期待は十分でないと主張して

おり、90％以上が生まれた家庭環境を問わず、全て

の子どもに同様の学業面での水準を提示すべきだ

と信じているq7）。

　T：FAメンバーは、自身の経験から、特に低所得地

域の子どもたちへの期待の低さが学力格差の原因に

なっていると感じており、学力格差を縮める上で、

生まれ育った地域や家庭環境に関わらず、子どもた

ちに対して一貫して高い期待をもっことが重要だと

認識している（18）。1年目のメンバーと比較して、派

遣後2年目のメンバーの方がより強く認識している。

このように感じているメンバーが派遣後2年目のメ

ンバーでより多いことから、経験を経て、TEAの理

念が浸透し、実際にメンバーがそれを実感している

ことが看取できる。

　この他の課題として、教員を含め、白人系はアフ

リカン・アメリカンやヒスパニック系に対して「自

分たちより知能が低い」との先入観を持っている傾

向が高く、これは子どもたちへの接し方を左右し、

それが学力格差につながっているとの指摘もある
qglBまた、マイノリティは、自分たちに対してこの

ような偏見があることを熟知しており、これは、自

己に期待を抱くことを阻害する要因の一つとなって

いる。アロンソン（Aronson，　J．）はこれを「ステレ

オタイプの脅威」と呼び、教育者自身が自分の考え

がステレオタイプであるということを理解すること

が学力格差の解消を導くと主張している伽）。

　さらに、68％のT｛iFAメンバーが「中学校段階ま

でに学業で遅れを取っている子どもは、一生その遅

れを取り戻すことができない」という意見に「反対

（「強く反対」の41％を含む）」しており、その割合

は1年目のメンバーより、2年目のメンバーで高く

なっている（2D。

　このように、多くのTFAメンバーが、活動を継続

していく中で、児童生徒の低学力を個人の能力や社

会経済的背景を原因とするのではなく、彼らに対す

る期待が低いからだとの見解を強く示している。す

なわち、学校から期待されている子どもが学ぶので

あり、子どもは期待の分だけ学ぶのである。明確な

期待に基づく働きかけと授業は、子どもたちの学校

での成績達成において、彼らが育つ社会的環境より

も、さらに重要な役割を担うように思われる。TEA

経験者で、2005年に年間国家最優秀教員（National

Teacher　of　the『Ybar）として表彰されたカムラス

（1（amras，　J．）は、この報告書の冒頭で、アメリカ

にはいまだ不平等と不公正が介在しており、多くの

子どもたちが教育的な不平等に直面しており、その

是正には優秀な教員の確保がもっとも効果的だと述

べている（22）。

我々は、子どもたちが夢を実現できるか否かは、

いかに想像をふくらませることができるかであ

って、住んでいる地域は全く関係ないというこ

とを約束しなければなりません。この約束は、

国家として果たすことができるはずです。なぜ

なら、私を含め、TFAメンバーは全ての子ども

たちに備わっている卓越性、そして優秀で情熱

的な大人のビジョンは学力格差を打ち負かすこ

とができると信じているからです。

　第3に、学校における問題を改善する上で校長の

リーダーシップが重要で、単に予算獲得を行っただ

けでは予は解決方法に為り得ないということであ

る。一般的に、低所得地域の学校に見られる学力格

差の問題は、貧困や暴力、薬物使用、予算不足など

が原因で、学校のみでは解決できない問題だと認識

されている。だが、TFAメンバーは、そのような困

難な状況に置かれていても、資質能力の高い教員と

校長、そして子どもたちへの高い期待が学力格差の

解消を可能にすると自らの経験から語っている。

　アメリカの公立学校の運営資金は、学区の教育税

に依拠している部分が大きい。そのため、地域によ

って学校の施設や設備の差が顕著で、低所得地域の

困難校に派遣されるT：FAメンバーの多くが学校の

施設の不備や教材等の不足を問題として取りあげ

ている。

　だが、そのような学校に派遣された後、実際に教
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育活動に携わる中で、学力格差を縮める手段として

資質能力の高い校長や管理職のリーダーシップは

新たな予算の確保よりも学力格差の改善に効果的

であるとの見解を示している（23）。T：FAメンバーに

は、困難校の問題は予算の不足そのものではなく、

予算の分配方法に問題があると答えている者もお

り、予算面で問題を抱えている学校で校長と教員が

リーダーシップを発揮し、予算の分配を検討しなお

す必要性があることを示唆している。

　このように、T：FAメンバーは学校教育が児童生徒

の学力格差を解決する方途となる可能性を示唆し

ている。

　しかしながら、カッパン誌のギャラップ調査（24）

は、多くの国民が、TFAメンバーの認識とは反対に、

学力格差を是正する必要性を強く感じていながら

も、その原因を家庭環境など、学校教育以外の要因

と関係していると感じていることを示している。そ

こで、次に、国民の学力格差とその原因に対する認

識を見ていきたい。一般的に、学カテストにおいて、

白人系の児童生徒の方が、アフリカン・アメリカン

やヒスパニック系の児童生徒よりも高い成績を収

めているが、その学力格差を縮めることはどれほど

重要であるかという設問に対し、90％（「非常に重

要」は63％、「重要」は27％）の国民が何らかの形

で人種・民族グループ問における学力格差を縮める

必要があると認識している（25）。

　だが、その学力格差の原因が学校教育の質にある

と感じている国民は17％にとどまっている（26）。ま

た、多くの国民が児童生徒の学力に対する責任は学

校教育を担う教員よりも保護者にあり、学力格差を

縮める責任は公立学校以外にあるとの見解を示し
ている（27〕。

　さらに言えば、国民の70％が公教育が直面してい

る問題は、学校のパフォーマンスではなく、社会に

おける問題が原因であると回答している〔28）。

　これらの結果は、国民が人種・民族グループ間の

学力格差の原因は学校教育や教員にはないと思って

いることを裏付けており、学力格差の解消の鍵iは教

員の力にあると主張しており、T：FAメンバーの見解

と大きく食い違う結果となっている。

　しかしながら、80％以上の国民がすべての子ども

たちに高い水準を設けることで学力格差を縮小す

ることができると信じており（29）、これは児童生徒の

社会経済的な背景に関わらず、高い水準を設け、高

い期待を抱くことは学力格差の解消を可能にする

と確信しているTEAメンバーの認識と共通してい

ると言える。

　このギャラップ誌の調査から浮き彫りになった

国民の認識に対して、コップは、低所得地域の困難

校の状況を最もよく把握しているTFAメンバーが

学力格差は必ず克服することができると断言して

いることを積極的に評価する一方で、低所得地域の

子どもが直面している状況と可能性に対する認識、

理解における差は深刻な問題であり、学力格差を縮

小するためにも早急に是正する必要があると訴え
ている（3。）。

IV．おわりに

　以上、TFAメンバーの成果を①TFAが定める成

果指標の到達度、②児童生徒の学力に与える影響、

③学力格差とその解消法に対する認識、の3つの観

点から検討した。その結果、優秀な大学を卒業して

いるTFAメンバーは数学など特に専門的な知識を

必要とする教科において児童生徒の学力にポジテ

ィブな影響を与えていること、また、TEヘメンバー

が学力格差は児童生徒の社会経済的背景に関係な

く教職員のリーダーシップと児童生徒に対して高

い期待を抱くことによって克服することができる

と認識していることが明確になった。

　今後の課題として、教育の目的が児童生徒の学力

向上のみではないこと、TFAメンバーが派遣される

低所得地域の学校には、ネガティブな学校文化が介

在していることから、それを打破する改善が必要と

されていること、一般的に、学校文化が学習の成果

に影響を及ぼしていると指摘されていること（31）、な

どを踏まえ、TFAメンバーの成果を、カリキュラム

外における活動から考察していきたい。
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　　　　表1学力格差の原因一TFAメンバーの認識
派遣　メンバー
i1年目・2年目）

派遣難〃童一

教員の資質能力 55％ 71％

子どもたちの自己に対する期待 46％ 58％

学校からの期待 45％ 64％

家庭からの期待 45％ 37％

校長／管理職の資質能力 40％ 16％

資金／資源 33％ 58％

児童生徒の学校での態度 32％ 羽％

子どもの教育に対する保護者の意識 30％ 17％

学級規模 29％ 11％

授業の質 27％ 44％

家庭環境 24％ 15％

家庭の経済的状況 18％ 20％

暴力／虐待 12％ 15％

健康／栄養 11％ 28％

親・保護者の教育水準（学歴） 11％ 臼％

児童生徒の転校など 12％ 8％

家庭での使用言語 5％ 5％

教員の研修 4％ 5％

夏休みによる影響（学力維持・低下） 2％ 2％

（出典：Teach　F。r　America働翻ぴ阿伽加魚ヨ。！r加5勧孟5加常功θ1％撹∠加30網〃7画留’5ん漸θ囎〃7θη亡θの一陥甜船加吻∂5レ
沁ヨ訪戸b〃〃7θ痴ヨ0αρ5〃b〃2カθ！3r　New　Y。rk：Teach　F。r　America，2005a，　p3をもとに作成。）

　　　　　　　　　　　　表2学力格差の解決二一TFAメンバーの認識

派遣　メンバー
i1年目・2年目）

派遣前メンバー

資質能力の高い教員 61％ 76％

低所得地域の子どもたちの可能性に対する社会からの共通認識の向上 60％ 81％

資質能力の高い校長／管理職 50％ 25％

少人数学級の導入 48％ 26％

学校外における公共事業（医療や就学前教育育、社会福祉など）の改善 47％ 42％

親・保護者のよりよい教育の追求 38％ 28％

資金の増加 36％ 60％

学校外における育児サークル等の実施 33％ 11％

カリキュラムの改善 29％ 45％

より厳格な学力水準の設定 28％ 62％

教職の階層化（career　ladders）とパフォーマンス・ペイの導入 19％ 10％

学校における人種分離廃止 14％ 17％

校長の権限（雇用、資源配分）拡大 11％ 5％

教職員組合の変革 6％ 3％

学校選択制／バウチャーの導入 4％ 6％

（蠣塁壁立山二二二二二二潔高山鶴協躍懲高機野縦伽傭廊一色砂
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